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Synthesis and Catalysis Research）
からの投稿を基に作成した。
科学技術動向　2003年４月号
8
膀プラズマディスプレイ
パネル用新規バリアリ
ブ形成プロセスの実用
化に成功
三菱マテリアル㈱は、韓国のサ
ムスンSDI社との共同開発によ
り、ブレード成型法によるプラズ
マ ディスプレイ パネル（PDP）
用バリアリブ形成プロセスの実用
化に成功した。
バリアリブとは、PDP内部の微
細な放電空間を形成するための隔
壁のことである。現在バリアリブ
形成の主流となっているのはサン
ドブラスト法で、ガラス基板にリ
ブペーストをコーティング・乾燥
し、レジストを塗布・露光・現像
後、露光したレジストとリブペー
ストを砂を叩きつけながら一緒に
取り除く製造法である。この方法
は、工程が複雑、かつ材料ロスが
非常に多く、PDPパネル製造工程
の中で、最もコストの高いプロセ
スとされており、製品価格低減の
ための障害となっていた。
一方、新規バリアリブ形成プロ
セスのブレード成型法では、コー
ティングしたリブペーストを櫛形
の工具であるブレードで掻き取る
ことで所望の形状が得られる。工
程が非常にシンプルで、また材料
のロスがほとんどないことから、
サンドブラスト法と比較して
50％以上のコスト低減が期待でき
るという特長を有する。ペースト
は通常相反する保形性と流動性が
必要で、ブレードには極めて高精
度が要求されるため、材料となる
バリアリブペーストや工具である
ブレードが開発や実用化の鍵とな
っていた。ペーストに低沸点で揮
発性の高い溶媒を混入し粘性を下
げることにより、量産プロセス向
けの改良が行われた。
本プロセスは、三菱マテリアル
㈱が基本技術を開発し、サムスン
SDI社が主体となって大型化プロ
セスを開発したものである。製造
装置に関しては、スクリーン印刷
機が適用できるので、量産にも対
応可能である。今後は、三菱マテ
リアル㈱がサムスンSDI社にバリ
アリブペーストとブレードを供給
し、サムスンSDI社でバリアリブ
形成と本プロセスによるPDPの
本格的な量産試作が実施される。
PDPは、ブラウン管に代わる次世
代画面として期待されているが、
液晶に比べて高額で消費電力が大
きいのが弱点とされていた。2002
年のPDPテレビは、国内出荷が
前年比2.7倍の19万台と急伸して
いる。今後価格が改善すればさら
に市場が拡大し、標準クラスから
ハイビジョンクラスへの順次展開
も期待される。
製造技術分野
スの実証プラントの稼動を開始
し、2020年頃に、環境負荷排出
がゼロに近く、経済的競争力のあ
るプラントの実現を目指している。
このFutureGen計画の発表と同
時に、二酸化炭素の貯蔵隔離に関
する情報交換を目的とした国際的
な共同研究開発ネットワークの構
想も発表された。すでに日本を含
む10カ国あまりに参加を呼びか
けており、第１回会合は６月頃に
米国で開催される予定である。
米国は京都議定書の枠組みから
の離脱を宣言し、その地球環境対
策への取り組みに対し、国際的に
大きな関心が集まっている。今回
の発表は、今後の米国のエネルギ
ーセキュリティや地球環境保全に
関する政策の方向性を示すものと
して注目される。
エネルギー分野
膀米国で環境負荷物質排
出ゼロを目指した石炭
火力発電所の研究開発
計画が提案される
米国では、二酸化炭素排出が天
然ガスなどと比べて多い石炭火力
プラントが総発電量の50％以上
を供給しており、石炭のクリーン
な利用技術、すなわち、クリーン
コールテクノロジーが地球温暖化
対策技術の柱の一つとして位置付
けられてきた。
２月27日、米国のブッシュ大
統領は環境負荷物質の排出がゼロ
に近く、水素製造も視野に入れた
石炭火力発電所“FutureGen”の
研究開発計画を発表した。本計画
は、官民共同の研究開発プロジェ
クトであり、今後10年間に10億
ドルの政府予算が投入される予定
である。
FutureGenは石炭のガス化と二
酸化炭素の除去・隔離技術を核と
し、基本的には、近年DOEが
Vision21の中で提案したコンセプ
トを踏襲している。石炭を一酸化
炭素と水素を主成分とする混合ガ
スに転換し、一酸化炭素の燃焼発
電に伴い生じる二酸化炭素は回収
し、基本的には資源回収後の油田、
ガス田、石炭層などに注入し、貯
留隔離することとしている。水素
はガスタービンや燃料電池などに
よる発電機の燃料として用い、二
酸化硫黄、窒素酸化物なども混合
ガスから除去され、肥料などの有
用な製品の原料とする。本計画で
は、５年後を目途に275MWクラ
